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1. はじめに

表層崩壊の発生のおそれのある場所を推測する上で、

崩壊のおそれのある土層（以下、土層厚と呼ぶ）の分

布を把握することは重要であり、「表層崩壊に起因する

土石流の発生危険度評価マニュアル（案）」1)において

も、土層厚は表層崩壊危険度評価を行う上で重要なパ

ラメータのひとつとして位置づけられている。

土層厚の推定手法として簡易貫入試験がよく用いら

れており、SH 型簡易貫入試験から得られた Nd 値の変

化や平面縦横断的な土層分布と地形との対比から表層

崩壊のおそれのある範囲の設定を試みた事例もある 2)。

しかし、簡易貫入試験は先端部（ビット）が土層中の

礫に当たることによって誤差が生じることが懸念され

る。そこで近年では物理探査を用いた検証が行われた

事例がある。たとえば広島市八木地区の泥岩（ホルン

フェルス）分布域では電気探査によって把握された比

抵抗急変部が Nd 値 10 の深度と良い相関を持っている

ことが確認されており 3)電気探査を用いることにより

間接的に土層厚の分布を推定できると考えられる。し

かし、作業効率は必ずしも良いとはいえず、効率の良

い調査手法の検討が望まれる。そこで本検討では、容

易に比抵抗分布を把握することができる浅層電磁探査

法（以下、電磁探査と呼ぶ）に注目し、土層厚調査を

実施した。

2. 調査地

下記に示す 2 箇所において調査を実施した。調査地

一覧を表-1、調査位置図を図-1に示す。

・調査地 A（東京都）

砕石場内で岩盤上に掘削ずりが盛土され、締め固めら

れている範囲で電磁探査を実施した。地質は中生代ジュ

ラ紀の付加体（砂岩泥岩互層）が分布する地域である。

・調査地 B（福井県）

既往調査において電気探査・ボーリング調査が実施

されている自然斜面において電磁探査を実施した。地

質は第三系安山岩・角礫岩が分布する地域であり、表

層部には崩積土が分布する。

3. 調査方法

3.1 概要

電磁探査とは、地中の誘導電磁場からの応答から導

電率や磁化率を測定する手法であり、電磁探査装置を

携行して測定を行うものである。データ取得方法とし

ては測線上を一定速度で歩行する連続測定と、測点に

おける定点測定を行う方法があるが、ここでは後者の

手法で実施した。測定間隔は 1m とし、測線の長さは

表-1のとおりに設定した。電磁探査機は、Geophex 社

の GSM-2 システムを使用した。 

3.2 比抵抗エッジ抽出手法 

 広島市八木地区の泥岩（ホルンフェルス）分布域に

おける事例 3)では、土層厚に相当する深度は比抵抗が

急変する深度と良い相関を持つことが明らかとなって

いる。そこで、本検討においても比抵抗の分布に着目

して調査を実施し、一部で比抵抗急変部の分布につい

ても検討を行った。比抵抗が急変する深度は比抵抗エ

ッジ抽出法 4)によって抽出した。この手法は比抵抗グ

リッドの上下値の差分計算を 2 回繰り返すものであり，

結果は 2 次微分値として表される。

4. 調査結果

4.1 調査地 A

 図-2 に砕石場管理者からのヒアリングに基づい

た断面形状、電気探査結果を示す。ヒアリングでは

「起点側は深度 2～4m 程度に掘削面が出現し、終点

側で深度が深く掘削されている」とされた。電磁探

査結果では、地表部には低比抵抗ゾーンが分布し、

深部に向かって比抵抗が高く変化し、起点側では深

度 4m ほどで比抵抗が 300Ω･m から 1,000Ω・m へ

急変する領域が見受けられた。また、終点側では、

比抵抗急変部が更に 4m ほど深い位置に分布してい

る様子が見られた。

図-1 調査位置図 

表-1 調査地一覧表 

V-038

- 127 -



掘削面 

基盤岩（砂岩・泥岩） 

盛土（礫混じり土） 

ヒアリングに基づいた岩盤の分布

急に深くなる

 この比抵抗急変部の分布は、ヒアリングによって把

握された盛土・地山境界の分布と概ね一致し、電磁探

査によって盛土の分布を推定することができると考え

られる。

4.2 調査地 B

電気探査、電磁探査、および電磁探査による比抵抗

分布から作成した 2 次微分結果を図-3、2 次微分結果

の鉛直分布を図-4に示す。

電気探査結果では、地表から 1～2m 程度の範囲に高

比抵抗帯が帯状に分布し、深部に低比抵抗帯が分布す

る傾向が見受けられる。ボーリング調査結果からは、

地表から 1.15m までが N 値 2 の崖錐堆積物、それ以

深では凝灰角礫岩が分布しており、この高比抵抗部が

土層厚に相当する崖錐堆積物であると考えられる。

電磁探査結果でも同様に地表から深部にかけて比抵

抗が低くなる傾向がある。また、2 次微分結果では地

表部にプラスのゾーンが分布しており、「比抵抗が急変

する深度」と考えられるプラスからマイナスへの変換

点（ゼロ・クロッシング深度）が深度 1～2m 程度に出

現する。図-4 からも地表部から 1-2m 程度で 2 次微分

結果が 0 となる位置が見受けられる。このゼロ・クロ

ッシング深度は、電気探査結果から明らかとなった地

表部で見られる高比抵抗部の分布と概ね一致し、ボー

リング調査結果によるとN値が 2と締まりが緩い領域

であることから、表層崩壊のおそれのある土層厚に相

当する領域として考えることができる。

5. まとめ

従来、電気探査で捉えることができる物性の変化

は、電磁探査においても 2 次微分を併用することに

よって、電気探査と同程度に認識することができ、

表層崩壊のおそれのある土層厚の分布を概略的に把

握することができた。また、電気探査であれば測線

100mに対して1日弱程度の時間を要するのに対し、

電磁探査は 1 時間強で実施することが可能であり、

作業効率の向上に繋がり、面的な調査を実施するこ

とで表層崩壊危険度評価等の検討・調査計画が立て

やすくなると考えられる。

ただし、電気探査と同様に本技術は物理探査によ

る間接的な探査手法であるため、簡易貫入試験など

別の試験と併用して実施する必要がある。また、現

在のところデータの蓄積が十分とはいえず、他の地

質帯においても同様のデータを蓄積していく必要が

あると考えられる。
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図-2 測線 Aの電気探査結果(一部抜粋) 
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図-4 2 次微分

結果の鉛直分布

図-3 測線 B-1 の電気探査・

電磁探査結果(一部抜粋) 
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：電気探査で把握された高比抵抗帯 
および土層と考えられる範囲

標高 
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